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地方公営企業の「資本」について
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ま　え　が　き

　東京都営地一ド鉄は地方公営企業である。

　昭和32年度の着工以来昭和43年度まてに1号線（押1二　西馬込間，18．7ha）

および6号線の一部（志村　巣胆問，1．4㍍）の合計28．7　kmが開通。現在（巣

鴨　　三田間，10．3ム）オsよび10号線（新宿　　住占町「1日，11．5伽）の建設中てあ

る。このほか，昭和46年度末までに6号線（全長20．9hm），昭和48年度末まで

に10号線の完成し，昭和48年度までに51．24勧総］1：業費265，917百万円を計画

している　（『東京都中期計μ麺一1968年」）。

　昭和43年度までの建設投資額は118，357（百万i・］）にのぼり昭和44年度ては

総額151，257（百万［」］）に達する。これらの所要資金は大部分地方債の発行等

起債によってまかなわれており，市場公募債（年利7．3％）に依存する此率が

高い。そのため，昭和43年度の場合支払利息は4，457（百万円）となり，営業

収支は・収入6・964（百万円）（うち乗・！1：料収入2，360（百万円）），支出は7，623（百

万円）・差引・623（百万円）の赤字，同年末の累積赤字は8，142百万円となって
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いる。

　地方公共団体、就中，大都市がその行政の不可欠の市：要部面として実施し

ている公営交通事業は819事業，年間輸送人員は45億人に達している。地下

鉄道は，大都市交通難の増大とともに，東京2，大阪，名占屋，横浜（建設

中，て横浜を除く三市は，昭和37年以降全て赤字経営であって，その赤字巾

は増大している。

　37年1，379（百万円），38年2，196（百万円），39年2，764（百万円），40年1，800・

（百万円），41年3，383（百万円）となっており，料金収入に対する支払利息は

昭和41年度66．2％（第一表参照）となっていて，東京と同じ傾向を示してい

るc、

　このような借り入れにもとずく投資の増大の原因は，第一に，「地下鉄事

業は大都市における都市改良事業にほかならない」（『地方公営企業制度調査

会資料』自治省（ページ9））というr答申』にもかかわらず，地方一般会計

あるいは中央からの財政資金の支出が少く，いわゆるrILI己資本」の構城比

が低いことにある。

　同調査会答申も，「地方公営企業は，これまで建設改良資金のほとんどを

借入金（企業債）によってま　　　　　　第一表　地下鉄の金利負担状況

かなってきたため，民営企

業に比して一般に自己資本

の割合が低くなっている。

地方公営企業の自主性を強

化し，その財政の弾力性を

確保するという意味では，

元金償還の必要のない白己

資本を充実することが望ま

し11・……

　一方，地方公営企業はそ

年度
料金収入（a）　支払利息（b）　b／a×100
（百万円）　1（百万門）　　　（％）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　1
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資料　坂田期雄『地方公営企業』ページ421。
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の特性に基づき後述の企業会計と一般会計等との負担区分により一般会計等

が負担すべき部分を建設段階において出資金として企業会計に繰り入れるべ

き場合が少くない。従来，負担区分の不明確な関係もあってこの種の出資が

一卜分に行なわれず，それが企業経営を圧迫してきたことは見のがせない」。

（同5－6ペーシ）

第二表　資本的収；Xlの財源の調達方法別構成割合の推移

　　　　　　　外部資金1内部資金‘不足資金

　　　　　　　　35
六　大　都　市　　36
　　　　　　　　37

九都市

｛
l
l

そ・他⇒ll

　　　　　　　　35

平　　均ほ！

1
．

2．

3
．

同前

68．9％

77．1

71．0

39．0

40．0

40．6

40．3

52．2
53．1

64．7

72．9

67．9

22．4％

7．9

11．0

53．3

40．7
40．6　：

45．1

37・8　！
34・9　：

26．3　　：

12．2

14・2 －L

外部資金とは，企業債，他会計出資金，補助金，財産売却代金等をいう。

内部資金とは，損益勘定留保資金，繰越利益剰余処分額等をいう。

不足資金とは，一時借入金等によって一時的に措置されたものをいう。

　『資料』ページ205。

第三表地下鉄事業債の資金区分
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　以ヒの答申にもかかわらず一般会計からの出資は，東京，名古屋について

みても改善されてはいない。このため昭和44年度地方財政計画は1，148億円

うち，資本勘定出資金738億円（対前年／74．9％）地下鉄84億円建設改良費の割

高分について繰り出し基準を設け指導を強めている（44．S．13通達，参照）。

　このような建設費調達，資本調達は，独立採算制をとる公企業すなわち公

共企業体（Public　C・rp・rati・n）に共通の問題であり，企業規模の相対的に小さ

い地域的公共企業体の場合にぱ特に難しい問題となっている。

　欧米においても同様であり，公共団体が租税によって調達した財源をもっ

て建設し（公共投資），これを公企業に貸与する場合，ニーヨーク市交通公団，

　　　　第四表　公営企業繰出金の事業別内訳（昭和44年度地方財政計画）

　1．水　道　事　業　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ぶ億円

　　　　消火栓の建設および維持管理に要する経費　　　　　　　60億円

　　　　企業環境が悪いため高い料金になっている水道事業補助　28

2．工業用水道事業

　　　地盤沈下対策等のための工業水道事業に対する補助

3．交　通　事　業

　　　路面電車の軌道撒去および路面復旧に要する経費

　　　地下鉄事業に対する補助および出資

4．病　院　事　業

　　　病院の建設改良に要する経費

　　　へき地の医療確保に要する経費

　　　救急病院に要する経費

　　　石護婦養成所に要する経費

5．下水道事業
　　　下水道の維持管理に要する経費に対する補助

　　　下水道の建設改良に要する経費

6．市　場　事　業

　　　市場の流通対策に要する経費

7、簡易水道事業

8．再建企業
　　　財政再建計画上の不良債務解消のための繰入額

資ホ十　　首1簾うヒ，　展望，　1969．4．

　　　　　　30億円

　　30億円

　　　　　　95億ド1

　　111億円

　　84

　　　　　1s5億円

　　152億円

　　21

　　　4

　　　s

　　　　　669億円

　　171億円

　　498

　　　　　　4億円

　　　4億円

　　　　　　s億円

　　　　　　69億円

　　69億円
合　　詞・　　　　2，14S億P］
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第五表　地下鉄事業に対する一般会計出資（単位　百万円）
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資料　坂田期堆「地方公営企業」ページ421。

1000

12，6

1，048

1，078

18，2

3・6631

－l
　　　　　　　　　　l
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　222000　　　カ　　　　　　

　　　1，7

7，939，846

　100，000
　　1．・1

西ベルリン運輸公社，ハンブルク高架鉄道会社（特殊会祉），ストックホルム

運輸会社（特殊会社），ローマ地下鉄道会社（特殊会社）と，企業債に対する特

別の保証，あるいは補助金による場合，ボストン大都市迎輸公団，ロンドン

運輸管理局，パリ運輸公社の二つに大別例示される。

　以上わが国の地方公共企業体とくに地下鉄事業を例示したが，このような

金利のかからない「資本」の不足あるいはそれを補うための調達の問題は，

資本所有から白由な，したがって資本の支配から泊立（この場合には政府およ

ひ議会の支配から）した，独立採算制の公共企業体の矛盾である。

　本稿では，この矛盾の本質・性格について考えてみることとしたい。

第一節　公共企業体的所有の本質

　地方公営企業のいわゆる「自己資木」について考察するにあたり，われわ

れは最初に，中央政府を含めた公企業の資本について原理的考察から始めな

：ナ．ればならない。

　地方公営企業は，公企業の一種である。現代資木制社会における公企業は

その企業形態としては，公共企業体が最も発展したものであり，最も典型的

　　　　　　　ぽ
ぺものとされる。

　その理由は，この公共企業体という資本組織によって公共的支配と私的，
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　くの
利潤追求原理からの解放という二律背反が達成される，あるいは，経済計画

　　　　　　　　　　　　　　ゆと白立性との間の「矛盾と調和」が達成されるというところにあるようだ。

　占部都美氏は，この点について，公共企業体は，既存企業の買収の場合は

旧株主の債券所有者への転化，新設の場合には「パブリック・コーポレーシ

ョン債券投資の方法によって資本拠出が行われる」　「債券は債権を表示する

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ゆが，それは私的所有を意味するものではない」ため，「終局においては，所

　　　　　　　　　　　　　　　しらエ有は経営の下に合一することになり」，資本と経営との完全分理は公共支配

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　くの
と経営の分離によって経営の自主性が達成されると述べている。

　また，一瀬智司氏は，公共企業体的所有を検討して，「かくして，その資

本の意味するところは，資本が企業体自体の固有のものとして確立し，出資

者たる国との関係において，企業自体の所有（・wnership）にかかる資産を保

有すること」によって，形式的出資者（資本）から経営の分離が徹底し・「独

　　　　　　　　　　　　の
立の経済単位体」を構成すると指摘している。

　このような主張によれぽ，公社的所有は，公企業における全額政府出資企

業とは異なり，国家は，その所有を通じての支配は不可能となり，公企業資

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　くの
本は国家独占資本であるとする論拠は失なわれることとなる。果し二そう

であろうか，以下この点について検討しよう。

　かつて筆老は，公企業は生産面においては，その社会的性格に合致した集

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　り
団的形態（m・de　de　pr・ducti・n　c・11ectif，　gesellschaftlichem　pr。dukti。n。1〕etrieb）てあ

るが，所有の面においては，国家権力によって媒介された間接的社会的（所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ゆ
有）形態であるところに特徴があることを指摘した。

　このことは，公社形態が国家（政府あるいは議会）の直接的所有から分離し

たという意味で間接的国家的あるいは社会的所有の形態だという上掲の二氏

の規定とは根本的にことなるものである。

　すなわち，国家的所有から分離したという点においては，公共企業体的所
〔川

有は，所有および支配と経営とが合一した文字通り直接的所有形態であると

いわなければならず，社会あるいは国家とは独立した資本家共同的所有の形
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態である。

　このような資本家的共同所有が共同社会的あるいは国家的性格をもちうる

のは次のような関係を通じてである。現代の私的企業は白己資本すなわち株

式所有からの支配を次第に薄めているともいわれるように，金融（他人資本）

を通ずる銀行資本の支配あるいは，それを基礎とする人rl勺支配（重役派遣）に

よっても広い意味での資本所有にもとずく支配下にある，この場合には貨幣

資本あるいは貸付資本の所有にもとずく企業（資本）支配を行なうところに

も大きな特徴がある。したがって，公企業，公共企業体の場合にも，国家資

本，政府（投）融資，補助金，信用保証および官僚の天下り等によって国家

の直接的支配が保証されているのである。

　さらにまた，政府の出資が多少なりとも存在する場合には，筆者もすてに
　　　　　　　ごトカ
指摘したように，間接的な資本連合の直接的所有（形式的には間接的共同所｛i）

という私的資本家的所有の形態の一つの典型をなすものであって，占部氏自

身，バーリ・ミーンズの株式会社の所有形態における公共性＝Quasi－1）ublic
　　　　　　　　にロニゆ
Corporation批判として認識するところでもある。

　いずれにせよ，公共企業体rlLJ所有について，法律の形式的解釈から国家的

所有と公共的所有とに区別し，公共的所有に，国家の階級的性格にかかわら

ず，独立の性格を規定することは，両形態ともに「国家によって媒介」され

るという意味において間接的社会的所有であり，国家の資本制的性格により

その共同的所有＝公共企業体的所有は資本制的共同てあるということを否定

することになるので誤りであろう。

　このように考えることにより，パブリック・コーポレーションは「国家と

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　け
独立した白主体が，あるいはその実体はあくまで国家の一機関か」という論

議は自明のものとなるのである。

注（1）山本政一著『公企業批判』ページ64，あるいは一瀬智司著『現代公企業、論⊥べ

　　一ジ12参照．

　②　占部都美著『公経営管理』べ一ン61参照。なお，山本政一氏は上掲書において
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　公企業に「公的利潤」を認めることは，「公共性と営利性という．公企業論にお

　ける内在矛盾の一つの調和」として肯定されなければならないということを一つ

　の主要な論点として展開している点は注目される。特にページ　199参照。

（3）占部都美著『公共企業体論』第二増補版　ページ　104。

（4）同前　ページ　120。

㈲　占部都美著『公共企業体論』ページ　37。

（6）同上ページ　44。

（7）一瀬智司　前掲書　ページ　53。

⑧寺尾晃洋著『独立採算制批判』および『山本政一著『国有化企業経営論』同

　『公企業批判』馬場克三著『個別資本と経営技術』は，この代表的なものである。

　　寺尾氏は．公企業は．資本制生産の独占資本主義への，またさらに国家独占資

　本主義への発展を基礎に，独占資本の代表としての国家が社会総生産の低利潤部

　門に形成され，その使用価値生産的側面から「公的需要の充足」という公共性が

　与えられるという論旨であると考えられる。特に第一章参照。

　　「パブリック・コーポレーションは根本的には，資本主義の発展期そして独占

　期における国家の経済に対する干渉，助長，制限を通じて，資本主義の補強をは

　かろうとする資本主義内部における運動の所産であって，いわば国家独占資本主

　義段階における，個別資本の矛盾の疎外されたる形態」としてとらえることが先

　決であると考えられる。山本政一著『公企業批判』

（9）資本制生産の発展とそれに対応する企業形態についてマルクス・エンゲルスは

　株式会社，国有企業についてすでに基本的に考察しており，これについては所有

　の側面と生産力の側面から厳密に規定している。すなわち，株式会社，国有企業

1こみられる社会的，共同的所有（Gerneinbesitz，　possessi。n・commune）にもとずく

　「事実上すでに社会的生産経営にもとつく資本制的所有（tatsiichlich　bereits　auf

　gesellschaftlich㎝PrOdUktionsbetrieb　beruhenden　kapitalistischen　Eigentum）　こ

　れを仏語版では，事実上すでに集合的生産様式にもとつく資本家的所有（propr－

　iete　capitaliste，　qui　de　fait　repOse　d6ji　sur　un　mode　de　prOduction　coll㏄tif．〈ttLe

　Capital”P．342＞といいかえているのがそれである。

OO）拙稿「地域開発と公企業の必然性」岐経大論集　第2巻第1号，ページ　95。

⑪　大島国雄著『公企業経営』ページ　114。

⑫　拙稿「公企業の財務管理」岐経大論集　第2巻第2号，ページ　11～12。

⑬　占部都美著『公共企業体論』ページ　21～。

⑭　占部都美著『公共企業体論』ベージ　61。’
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第二節　地方公営企業の領域

　前節においては，公企業資本あるいは公共企業体的所有が間接的社会的所

有，しかも，資本家的共同所有を本質的規定とすることを明らかにした。こ

のことを明らかにすることによって，公企業あるいは公共企業体が，資本制

的総資本の不可欠の構成要素をなすものであり，したがってまた剰余価値を

生産するものであるという側面が基本的に解明されたものと考えられる。

　そこで次に問題となる点は，地方公営企業の使用価値形成的側面の解明で

ある。地方公営企業の生産物（サーヴィス）の使用価値は剰余価値を体現する

ものであり，その実現を条件づける。

　勿論，この剰余価値の実現は，具体的には料金を通じてなされるのであり

独占価格および公共料金として総独占資本および住民との経済的力関係およ

び政治的関係に制約される。このような料金問題については別に考察するこ

とにして，本節では，この使用価値の社会的・物質的性格を解明することに

よって公企業（地方公営企業）資本の社会的および公共的性格を明らかにす

る。

　次いで，このような「生産」の費用負担の問題を考察し，地方公営企業資

本の調達の問題の基本を考察することとす。

　　　　　　　　　　　　　　　　　じり
　第一の問題については，すでに別稿で考察したことがあるので，その要点

を摘記する。

　第一は，生産の共同社1杓会諸条件の私的，個別的な所有からの排除である。

　第二に，排除された「諸条件」は維持・管理されて・永続的に「公共的」

すなわち資本の共同社会的需要を充足しなければならない。

　第一三に，社会総資本の運動法則によって基本的に次いで，政治，行政的配

慮によつて企業としてか，あるいは，行政としてかその経営形態が規定され

る。経済的運動法則は，財政の法則として直接的に作用する。
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　A・スミスの有料道路の例は，また経済の発達，資本の蓄積の低い段階で

その地域的支配領域も狭い段階では，その地域的利用者負担に一定の合理性

があったし，また，経済の白由発展の法則は，財政経費の節約，チープ・ガ

バメントの原理として租税負担の軽減に1乍用した。

　現代においては，財政経費膨脹と租税負担軽減のための人民の抵抗によっ

て，いわゆる財政の硬直化をもたらし，合理化，節約の見地から特別会計化

独立採算化＝公企業化が必然的傾向となる。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ゆ
　これは，さらに混合会社，民間個別資本による経営に委ねられる。

　このようにして，公企業は，その物的側面使用価値の側面からみるとその

公共性，共同利用的性格は相対的なもので歴史的にも，社会的にも確定する
　　　　　　　ごり
ことは出来ない。

　W・ロブソンは，公団・公社の欠陥について，次のような指摘をしている。

「その事業と他の機関が実施する関連活動とを調整する方法がないというこ

とである。それはただ1つの日的を追求するだけである」。「欠点のうちでさ

らに重大なものは，それらが民主々義の立場からみて，政治責任を責わない

ということにある」「公団，公社は，民主的に選挙された地方機関の適切な

代用物とみることはできない。それは真の地方自治の形態とはいえない。と

くに，公団，公社などこの種の機関の存在は，地方n治体から，それが執行

することができ，また果すべきである多数の重要な機能を奪い去るものてあ

り，そのために地方行政の全体的な体制を弱める」として，ロンドン，シド

ニー，西オーストラリアおよびアメリカ合衆国の例をあげ，地方公営企菜の

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　トの
活動領域と地方行政事務との区別の必要性を強調している。

　かつて筆者は，　「地方開発公社等の開発事業は本来個別資本の経費て行う

べき事業を地方政府が代行し，地方財政の不足を補うための一時民間資本を

借り入れる公共団体の事業と本質的には同じものである。それが「公社」等

の形式をとるのは，米国の場合も……住民，議会の監視を逃れるこ’と，上級

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　くの
政府機関の統制を逃れる方便として利川されるものであろう」と述べたが．
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これは，ロブソンの指摘する点のうち財政的問題に関する具体的な欠点を指

　　　　　　　　の
摘するものであった。

　それにもかかわらず，ドラモンドがイギリスにおける地方公営企業の新し

い二つの型として，娯楽と交通規制の分野を数えているように，収益事業と

しての地方公社が増大する傾向は第六表のようにアメリカにも共通するもの

がある。またさらに，T・V・Aによって示されるような公共事業，地域開

発（都市を含む）に公企業が利用される傾向が指摘されなければならない。

　　　　　　第六22都市（米国）の一般収入（単位100万ドル）

　　．一　一　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1960　　　　　　　　　　　　　　　　1942　　　　　　　1　1960－42

　　　　　　　　　　　・一　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一　　　　　　　　　一1　　　．．一一
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　　資料　‘‘Municipal　Finance　Administration⇔（The　International　City　Managers

　　　Association　1962．）ページ　38。

　以上本節においては，前節で説明した一定の所有関係を前提したうえて，

公企業および行政の「生産する」使用f酬直に着口して，公益性の本質および

その本質より生ずる所有＝経営関係，いいかえれば地方公営企業の‘ll：業領域

の被規定性を明らかにした。

注（1）拙稿「地域開発と公企業の必然性」参照、

　　（2）K．Marx“Das　Kapital”．　Bandl．　s．697．によれば，1’19世紀の初めには，イン

　　グランドには，10万の人口を算える都市はロンドン以外は一つもなかった　5万

　　以上は僅かに5つの都市，今では人口5万以上の都市が28ある」ということであ

　　　り，Municipal　Corporati・nは有効であった，このような現実から，）v｛uu］icipul

　　C〈）rporation　Actが1835fF成立した。
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（3）わが国における行政と企業との境界線の揺れを示すものとして，最近の公共事

　業の民営化をあげることができる。「60年代後半，この民間資本による公共事業

　等の促進という傾向がはじまっています。千葉県では，三井不動産など大手四社

　が千葉県に委託を受けて埋立事業をやっています。千葉県地帯経営協議会が千葉

　県よりもどうも県政を握っている感じがする。……あるいは大阪の都市再開発で

　は，最近大阪府開発株式会社というものが東大阪の副都心の開発を担当している

　わけであります」（宮本憲一「70年問題と自治体」雑誌「自治研」1969，8・9

　号，ページ　59）参照。

　　このような大手商事会社と公共事業の関係については都市再開発事業の収益化

　とともに，住友商事一大阪府（茨木市），三菱商事一千葉県（君津地区），茨

　城県（鹿島地区），三井物産一神奈川県（厚木市），丸紅飯田一一愛知県（布浦

　地区）というように（日本経済新聞，昭和44年8月7日）各社とも本格的に進出

　しはじめているが，アメリカにおける手法も同様である。

（4）公共事業と企業経営の観点から，地方公営企業の領域について占部氏は次のよ

　うに指摘している。

　　「これ（公共事業）は，伝統的には企業の概念とは一応区別されてきた。……

　しかし，この種の公共事業は本来経済的給付（サービス）の供給維持を目的とす

　る点において，第一，第二の企業とは本質的に異るところはない。これが従来行

　政役務的性格のものとして取扱われてきた理由は，要するに，従来の行政政策の

　結果にすぎない。したがって，現在問題化している有料道路の建設が実行される

　ときは道路事業でさえも著しく企業的性格をもつことになるであろう。……いわ

　ゆる公共事業も，独立採算的経営政策をとることによって．企業的性格をもちう

　ることを証示している。……

　　したがって，法制的立場を捨てて経済制度としてみれば，地方公営企業の概念

　は以上三つのカテゴリーの企業をすべて含むものと解釈しなければならない」

　（『公経営管理』ページ277）参照。

（5）W・ロブソン著『東京都政に関する報告書』ページ　85。このような批判的見

　解に対して，他方では「地方公社は，地方行政において……他のどの地方行政の

　分野よりも，ここにおいて想像力に富む企業，融通のきく弾力的な見透し，近代

　的管理方式，長期経営，安定した方針，進取的，機能的指導力が促され，未来の

　発展が約束されているということが判明した」（Phillips，　Municipal　Government

　and　Administration　in　America．）という対極的見解がある。

（6）拙稿「先進諸国の地域開発のための財政金融」　（昭和同人会研究月報，1965年

　10月号）ベージ　34参照。
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（7）このような，地方公社に関する財政的欠点について，ヒ掲のフィリヅブス，；，

　同じく非常に寛大であって，「地方公社は地方行政の有害な方便となり得る　公

　社は直接には選挙民や世論に対して責任がない。すなわち時には地方債の法的制

　限をのがれるために用いられることがあり，一旦地方債が発行されると，事業は

　自治体に移される」と述べている。

　「地方公社は，大都市国内の単一団体では経済的能率的1二企画，運営できな1．・広

　大な地域と大人口に対する都市的サービス（urban　service）の提供を可能にする．

　河川の汚れを除去せよという州の指令の結果生じたピッツバーグ大都市地域にお

　ける汚物処理の必要は，アリジェニイカウンティ衛生公社によつて充たされるこ

　とになっている。港と輸送施設の単一管理は，二＝一ヨーク港務局によってなさ

　れる。そのような業務は既存の地方団体によってはうまく提供されなかった

　　地方公社は，州憲法，州法による起債及課税の制限あるいは引上げ難い資産査

　定額という自治体財政の壁をつき破るところまで行くことができ，正規の地方財

　政を維持しながら，一拡大された新しい機能を営むことを可能；：するのである，

　ある者は，地方公社を地方団体のそのような財政的制限をのがれる手段とみなし

　ているが，公社の採用は，もしそのようであるとしても，それは全く，都市地域

　の拡大する需要を考慮しない現在の州の制限によって束縛されているため，その

　ようなごまかしに追い込まれるのだという事実を反映しているのである」（PIIi－

　11ips．“Municipal　Government　and　Adnhnistration　in　Alnerica．　p．368～　）

”8）一瀬智司著『現代公企業論』特に第S章。地域開発のため公企業が長期の債務

　を負う例は，多いが，上述のように民間企業設備投資を軽減するために殆んど直

　接的効果を生ずるような例は，フランスにおいては地方公共団体の起債制限が厳

　しいため，混合経済公社（第二次大戦後国有企業と1957年の地方行政法によって

　実施される）の造成する産業的，商業的公的施設（etabllssement　public　indu．striel

　・）ucommerciel）工場用地造成のための資金，イギリス工業団地管理公祉（国務省

　取得の土地管理）があり，イタリヤの場合には地方政府が公共事業として工業用

　地を造成，売却，貨付をしている例をあげることが出来る，前掲拙稿「地域開発

　金融」）参照。

第三節　独立採算制導入と地方公営企業の固定資本調達の矛盾

　前節においては，地方公営企業の事業領域を考察し，基本的社会総資本に

かかわる経済的運動法則に規定されながらなお，具体的にいつ，いかなる事
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業を企業として経営されるかということは，極めて流動的であり，財政的行

政的見地からの政治的決定が大きな意味をもつことが明らかとなった。

　このようにして，一度地方公営企業が形成されると，次には，上述の事業

　　　　　　　　　　　　　　　　　くり
の性格から莫大な固定資本が必要とされ，公企業の特有の「資本構成」から

これを如何にして調達するかということが，理論的にも実際的にも重大な問

題となる。

　理論的な問題としては，政府にその財源を求める場合の基準一負担区分の

問題，企業債の場合の金融市場を通ずる利子負担，金融支配の問題，受益者

に料金を通じて資本負担すなわち，適正資本報酬を求める場合の資本の性格

等であり，これらが公企業財務の実際的最重要問題の一つとなる。とくに，

この場合には独立採算制の実際的意義が問題となる。

　本節においては，料金による資本の調達の問題を次節に譲ることにして，

他の諸問題を概観することとしたい。

　そこで，まず最初に検討されなけれぽならない問題は，地方公営企業（一

般，こ公企業）は，企業であるとして，その成立の条件からして，果して，実体

として「資本・」を形成しているかどうか。

　現代資本制社会における前述のような，大規模，共同的な生産をもたらし

た資本は，その所有形態において，ただ分散的私的所有を止揚したものであ

るにとどまらず，株式会社資本に典型的に示されるように私的所有・資本家

的所有の枠内での所有の社会化，すなわち共同的所有とそれにもとつく利潤

の配分形態一資本の株式への分割と配当一を生みだした。いわゆる自己資本

は株式によって募集され，利率士危険負担＝株価として資本機能から分離し

流通過程にとどまり原則として企業にとっては償還あるいは返済を要さな

い。他人資本は危険負担を免がれ元利の償還を要する。このような所有形態

によって仙人的所有の枠を破った急速な資本蓄積を達成した。

　この株式会社資本の場合，社債等の長期借り入れの他人資木は固定資本に

投下された場合，利益処分として償還され，それだけ資本利潤を圧迫する要
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因となる。

　二のような関係を大規模経営としての公企業にあてはめて考えると，政府

の財政はいわゆる負担区分にもとづき出資者として公共投資の負担区分に相

　　　　　　　　くの
当する財原を出資し，公共’1喋および政策的に料金を抑制する分について負

担金を支出することによっていわゆる自己資本を形成することが妥当であ

る。

　　　　　　　　　　　　　ゆ　しかるに，公企業（公社形態）および就中地方公営企業のこのような政府出

　　　　　　　　　　ゆ
資による自己資本比率は低く，厳しい政府統制のもとでの長期借り入れに依

存するのが現状である。

　そこで，昭和39～40年のわが国地方公営企業制度調査会でもその主要検討

’」頓の一つとして，「地方公営企業における自己資本をどう考えるか」とい

う問題をとりあげ，自己資本の概念と機能をどう考えるか，適当な自己資本

構成比率はどのようなものか等について審議が加えられた。

　これは要するに，企業の赤字を解消するために財務管理上の圧迫要因とな

っている元本の返済と「公共的所有」との矛盾を調和する概念の必要を示す

ものということが出来よう。

　すなわち，「地方公営企業における資本金は，自己資と借入資本金（主とし

て企業債）から構成されているが，この資本概念中に借入資本金を含めたとこ

ろに公営企業的特徴とその問題点があるように思われる」として，彪大な固

定資本を必要とする地方公営企業を維持・拡大するためには，「私企業の経

営者が株主に対して責任をもつ名目的，計算的な貨幣資本では利用者に対し

てb分な責任を果たし得ないであろう。少くとも，経営の実体であり，サー

ビスの根源である実体資産を維持し，拡大せしめるような実体資本概念の確

　　　　　　　ゆ
立が必要でるある」という主張が強力になされた。

　これは要するに，起債により形成され，かつ，（原価償却済）企業債償還済

の周定資産（現状では耐用年限より償還年限のほうが短いために生ずる）を「白己

資木」に含めてその適正資本報酬を独占料金によって徴収しようとするもの
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である。

　このような考え方は，例えば，一瀬氏によって次のように正当化される。

　「その（公企業の一引用者）資本の意味するところは，資本が企業体自体の

固有のものとして確定し，出資者たる国との関係において，企業自体の所有

にかかる資産を保有すること」，したがって，「公営企業あるいは一般に公企

業，公共企に業体の資本金を正味資産以外のものすることに賛成しがたいよ
　　　　くめ
うに思う」とo

　このような観点のもとでは，最近，都市公営交通事業の「公社化」が検討
㈹

されはじめたように，独立採算制の強化による自己資金の調達，合理化によ

る収益および節約あるいは起債条件の改善を推進することが必然であろう。

　収支の独立によって企業の支出を企業の収入に依存させる独立採算制は，

国民経済的観点における経済資産の配分と利用の合理化，自主的経営にもと

　　　　　　　　　くの
つく経営経済的合理化に貢献するといわれるが，上述のような条件のもとで

の地方公営企業の独立採算制の強化は，地方公共団体の財政力の中央政府へ

の吸収，伝統的あるいは都市交通のような新しい地方行政の収益事業化，企

業経営化という過程のなかで，ますます起債による現状弥縫に追いたてられ

る。その結果は，元利償還と減価償却との二重の圧力にますます苦しめられ
　　　　　　くの
ることとなろう。

　以上本節においては，地方公営企業，公益事業，公共事業的性格より生ず

る負担区分の問題については不十分な考察であったが，自己資本金と他人資

本金との性格の検討を通じ独立採算制が，特に地方公営企業においては借入

金の元利の重圧となって経営を圧迫するという矛盾を明らかにした。

　起債制限を逃れるための「企業体」が，起債の元利によって破綻にひんし

ているのであって，ここからの退路は，料金以外にない。そこで，節をあら

ため，この問題を考察することとしたい。

注（1）占部都美著『公経営管理』ページ287。「地方公営企業は莫大な固定資本の投

　　下を特色とする公益事業を対象とする経営形態をなしている。他方において，公
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　益事業の需要は人ロの増加と経済社会生活水準の向上によって増加し，その増加

　需要を充足するために常に莫大な固定資本の投下を必要としている。したがって

　設備資本の調達は公企業の財務において，最重要の問題の一つをなしている」

｛2）昭和40年の地方公営企業制度調査会の答申をまって措置された政府の対策につ

　いて，吉岡健次氏は，「公営企業の経営基盤の強化，健全化の名目で，地方公営

　企業の独立採算制の強化，料金引上げの基礎がつくられたということである。

　　公営企業の基盤強化策の一つとして一般会計との負担区分の合理化というのが

　ある。これは，従来とかくあいまいになっていた一搬会計との負担区分を明らか

　にし，次の場合に限り一般会計で負担し，それ以上は独立採算を堅持させようと

　いうことである。

　　初消火栓の設置経費のように，当然税で支払うべきもの。

　　回料金だけではペイできないもの。たとえば，交通における不採算路線のば

　　　あい，あるいは，地下鉄の建設拡張のばあい（利子補給）

　　内　財政再建の適用をうける交通，水道，病院など（利子補給）」

　吉岡健次「転期に立つ地方財政一44年度地方財政計画批判」（雑誌「自治研」196

　9，5月号）と述べている。

〈3）米国におけるGovernment　CorpOrationのうち公共企業体の形式をとるものは，

　T・V．A．を典形として，　Port　of　New　York　Authorityをあげることができ

　る。T．　V．　A．は，いわゆる自己資本をもたず，連邦予算のなかのFundによっ

　て経営される独立採算公社であるが，このようなアメリカのいわゆる循環基金制

　度は，固定資産の他に創業時における不可欠な固定的性質を有する一定の流動資

　産の獲得に対する出資金である。1935年法改正以来建設資本運用の自由も喪失し

　て議会の支出決議を要することとなっている，また，Panarna　Railroad　Company・

　Inland　Waterways　Corporation，　U．　S．　Housing　Authority，　Reconstruction　Finance

　Corporation等大多数は株式会社形態であり，政府または全額政府出資の復興金

融公社の出資による支配を受けるほか‘‘Governrnent　CorpOration　Control　Act　19

　45によって予算統制，会計検査　債券発行について統制を強められた。なお，

　このようなGovernment　Corporationは1932年で総数150企業、資産200億ドルに

　達しており．当時最大の民間企業A．T．T．C．の資本金は35億ドルであった。ま

　た，それは1952年では総数115，政府出資総額は120億ドル，債券発行能力は320

　億ドルとなっている。

　　また，イギリスの公有化企業においては第二次大戦後の買収に際して，株式と

　交換に債券が発行されたことは周知のところであるが，その額は．総計25，0100

　万ポンド（運輸11億3200万，電気5億0800万，石炭3億8800万，ガス2億2900万



130　　地方公営企業の「資本」について

鉄全国2億4400万）にのぼり，その後の発行は1956，3月まででは合計16億ポン

　ドとなっている。

　　このような膨大な長期資金需要から1956年財政法の改正によって，全ての公企

　業の長期借り入れは全て，政府支出として統制されることになった。

（4）わが国の地方公営企業の自己資本比率は，公益事業としての性格が強く，30年

　代のいわゆる高度経済成長期の需要増大による拡大によって，年々他人資本依存

　を強めている。次の第七表参照。

　　　　　　　　第七表　わが国地方公営企業の自己資本比率

宍1・・1　33Ml35・・1371平均1嘉1最低
水

交
病

道

通

院

73．1

71．9

42．8

62．7

57．8

34．3

58．4

51．6

33．5

54．6

43．7

30．7

49．3

33．4

26．5

43．9

23．0

28．1

37．9

19．0

29．1

93．4

68．1

91．7

o
o
o

　　　　r地方制度調査会資料』ベージ　35。

（5）『地方制度調査会資料』（自治省）ベージ175～177参照。なお，日本電気電話

　公社等のわが国三公社の場合の資本金は，貸借対照表の貸方勘定の借入資本，引

　当金を除くいわゆる自己資本に相当するもののみを資本金としている。

（6）一瀬智司著『現代公企業論』ページ　53。なお，ここで一瀬氏は「水道局の資

　本金は自己資本金と借入資本金からなっており，そのほかにさらに固定負債，流

　助負債があることで，水道局の自己資本金はわかるとしても借入資本金と固定負

　債はいずれも企業債に関するものであるから……それを借入資本金という負債と

　も資本ともつかないものを資本金のなかに算入していることは非常に独特でその

　理由づけに苦しむところだ」とも述べている。

　　このような考え方を私的資本に適用すれば，株式会社の所有する正味資産こそ

　が資本であって，株式所有者は資本所有者ではないということになり，一瀬氏の

　「資本と経営との分離」という意味がはっきりすることは，本稿でもすでに指摘

　した，第一節参照。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　．

（7）日本経済新聞，昭和44年8月29日よると，自治省は，昭和45年中に結論を得る

　ことを目途として，先の地方公営企業法で拓かれた地方公共企業体化の具体的諸

　問題の検討をはじめたと報ぜられ，この場合一層の独立採算制の遵守による経営

　の弾力的，伸縮的改善によって累積する赤字問題，交通渋滞の問題を解決したい

　としている。同紙によれば地方公営交通赤字の原因について「自治省ではその最

　大の原因はやはり「親方日の丸」的な，企業努力に欠ける容易な経営態度にある

　とし，これを打破するには公社化が最も適した経営方式ではないかと考えてい
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　る。自治省は公社化の利点として①人員の削減，不採算路線の廃止，効率的な車

　の配置など合理化が行ないやすい。②地方議会から無用な制約を受けなくてす

　む。⑧厳重な地方公営企業法のわくからぬけ出した弾力的な経営を行ないやすい

　……」と，①くびきり合理化，②地方自治の否定，③もぐり起債等脱法行為の是

　認を公社化の利点としている。

（8）占部都美著『公共企業体論』ページ　244～248。

（g）Chales　R．　Adrianにょれば，第2次世界大戦後米国地方債は25倍になったが，

　その主要な要因は時の高速道路財源および，地方政府の学校および公営企業の三

っであるとされる（States＆Local　Gove－t，ページ404）。地方鮒の公債

　発行（長期借り入れを含む）は，中央政府と地方政府の関係如何に関係あること

　だが，中央政府の投資計画，金融計画との調整を要請される。イギリスは地方自

　治の典型的な発展をみた国とされるのであるが，地方政府の長期債務は保険大臣

の承認，公共投資委員会（English　Public　Works　Loan　Commission）の承認1こ

　よる政府貸付および地方庁債法（Local　Authority　Loan　Act），フランスは，県

　（Department）が中央政府の地方行政機関であるという事情もあって，地方政府

　の独自の起債は行なわれない。　（拙稿「先進諸国の地域開発のための財政金融」

　ページ35）。アメリカの場合には、州の規制地方政府の私的企業補助財源の制限

　等（States　Constitutional　Statutory　Restriction詳細はCharles　R　Adrian“State

　and　L㏄al　Governmentページ389～on　L㏄al　Govenrnent”New　York　1964．参

　照）および住民投票（Popular　apProval　or　Roferemda）　によるAuthor三zation

　Homerule　Chater　of　Local　Govemmentの支配下にあり，また，証券発行による

　起債は，1955年証券法による各種委員会の承認を条件としている等，’厳重な規制

　を受けている（同前ページ37）。これに反して公社設立（Municipal　Corporation）

　あるいはSpecial　Destrict例えば，　San－Francisco　Bay　Area　Rapid　Transit　Dist－

　rict（自治連合公社）（カウンティ連合の500万＄の債券発行による出資）は，投資

　金融市場の規制にのみ服する。フィリップスは，「収益を生む事業の資金をまか

　なうための収益債券を発行するために特別区あるいは地方公社を設立することを

　認めてきた。これら地方公社は，大規模のもの，小規模のものも過去30年間に急速

　に数を増してきた。一般に，これら特別区によって建設，維持，運営される事業

　の種類は，事業の所要経費の全部をまかなうのに十分収益を生むことができるも

　のであり，地域社会における自由企業の精神を犯さないものである）（Municipal

　Goverment　and　Administration　in　America）とのべ，　Port　of　New　York　Auth－

ority，　MetropOlitan　Water　District　of　Southern　California，　Sanitary　DiStrict　of

　Chicago，　Hartford　County　MetropOlitan　Districtを列挙している。そして．州憲

　法，州法等による起債制限が「都市地域の拡大する需要を考究」していないため
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これをのがれる「完全に適法な企て」であるとしている．

　このことは次の第八表のいわば過疎地域における地域的行政的需要をのがれる

ための「公社」にも妥当しなければならないのであるが，その場合にも「完㌃二

適法」と云えるであろうか，甚だ疑問である、

　　　　　　　　　　第八表　大規模地域開発公社債

発行年度1　発　　行　　主　　体　　受益会Ui
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　「

1961年
以前　　‘　　　　　　　　　　　　　　　　　　　百万ドル
　　　　i51∫フィノレド（ケ”・キーi宕‡ヱ錨，タ1。）

　　　　趣品7ホー繊醗公：　？　　…

　　　　　モーヴィル産業開発公社‘　　　？　　‘　60（，

1961年1崩ド梛鞠難彗恒・⇒1・…．
　　　　　ブラドレー　・1“s産灘郷一i・一　一・’・・Co・．1．…

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　

1962年　チェロキー郡（アラバマ）：アムールCe．　2，500
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　

　　　　1オペ・カ（アラ．・マ）IU．S．・。C。，・，5・・

　　　　　ブラドレ郡産業開発局‘　　　？　　　　r）oo

資料は”Local　Industrial　Development　Bond　Finacing　1963　U．

作成拙稿上掲ページ39より転掲。

発行金額1，；［ll券種類

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　
　
1

　　　収入債

920　　一亮三｛責

60t）　　一亮と（lt

　　　収入債

　　　収人債

　　　　？

　　　収入債

S．G．　N　より

第四節　資本報酬のコスト化

　独占資本における価格原則は，1’1由競争の支配する生産価格の法則（Y？用

プラス平均f而格）の貫徹する市場支配原則に代って，フルコスト原則あるいは

独占価格の法則（費用ブラス独占利潤）である。

　したがって，独占資本主義とはたんに独占資木の市場支配力によってフル

コストが，本来，剰余価値あるいは利潤の蓄積である各種積立金㌣拡大投資

の引当金等が「未来費用」としてコストに算入され，利潤が保証されるにと

どまらず，国家権力による国民所得再配分による利潤が保障され乙体制てあ
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る。

　公企業は，国家的規模であれ地方rl勺規模であれその独占的性格を第一の特

徴とし，独占価格を成立させる経済的必然性をもつ。

　しかし．他方では，公企業は既述のようにその独占は本来的な意味におけ

る独占資本の一般r白・共同社会的な生産諸条件を維持，経営するところにそ

の存立の基礎がある。このような従属的性格から，第一の規定は，公企業の

総生産物価格についてのみ妥当する差別価格体系によって裏づけられてい

る。したがって，本来的独占の上述の最大限利潤は，この差別価格体系によ

って保障されているのであることに留意されなければならない。

　したがって前節で考察した固定資本（他人資本）調達およびその利息が費

用として意識されるのであって，独立採算制のもとでは，これは当然のこと

として収入に直結されるのであるc

　この点について，竹中龍雄氏は，「独立採算制は料金と直結する。ここに

おいては，収支の単なる均衡はむしろ例外であり，通常は，若干の余剰がえ

られる。なんとなれば，資本主義経済における公企業は，単に収支の均衡を

えるだけでは，ゴーイング・コンサーンとして日己を維持し，発展させるこ

とができないからである。最小限，危険保険料に該当する余裕をもたなけれ

ばならない。しかし，それだけでは必ずしもト分でなく，なお，若干の余裕

をもつことが必要となる場合が多い。

　たとえば，公企業の創設および拡張の際の固定資産の調達は，公債による

のが普通であるが，この種の公債は期限のきたときは返済しなければならな

い。しかし，公企業はゴーイング・コンサーンであるから，理論．ヒは借替え

を永久に繰り返してもさしつかえないわけである。ところが，それは事実上

不”∫能といってもよく，また，そのようなことをするときは，国および地方

自治体が一一般行政のために発行する公債を圧迫すろことになる。……

　したがって，公債の返還は，利益から行なわれなければならないのてある。

　さらに，起債できない不足部分を過去の利益と将来の利益で充足する必要
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を生じるのであろう。起債が十分にできないといって，不足分だけ事業の拡

張の規模を縮少するときは，サービスを悪くすることになるので，それは企

　　　　　　　　　　　くめ
業として避けねばならない」と。

　見られるとおり，独立採算制のもとにおいては，利潤を含む料金（価格）

が当然あり，財政の都合により出資，起債が不可能な場合には拡大資金を価

格に含めて収支とすることが当然であるとする。この意味において，巨大独

占企業による自己資金蓄積の論理を公企業に適用していることは注目されな

ければならない。

　公企業は大部分が自己資本金をもたないため原則として固定資産の耐用年

限にあわせて他人資本（起債）の元利償還がなされるべきとされるのであっ

て，料金（価格）は，原価償却費とともに二重に算入され・引上げられる。

かくして，起債の償還が完了した場合，現実には償還年限は耐用年限より著

しく短いため，今度は逆に価格引下げ要因として作用すべきであるにもかか

わらず，先の独占的地位および現代財政の特徴よりして現実に価格の引下げ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　くカ
は難しく，著しく収益事業化する可能性と現実的基礎を獲得することとなる。

　既述のように，わが国の地方公営企業制度調査会（昭和39～40年）は・地方

公営企業の赤字解消を当面の最重要課題として，「企業性と公共性の調和」

を中心とする「地方公営企業の改善に関する答申」と「財政再建についての

当面の方策」の二つの答申を行なった。

　その審議に際して，「新規又は拡張建設にあたって妥当自己資本構成比に

達していない事業には，一般会計から追加出資をあおぐこととするか。ある

いは，料金中に建設所要額の一部をおり込んで措置すべきか」という，独立

採算制を前提とした設問をおこない，期待通り，水道，交通事業当局から料

　　　　　　くの
金算入の要望と引上げ答申を引きだした。

　このような，フルコスト原則は既に次の第九表に明らかなように一部実施

されているのであって，今後もこのような傾向は独立採算制（企業的経営）が

前提されるかぎり助長されるであろう。
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地方公営企業の「資本」について

　　　　第九表　建設改良等費用の料金原価算入例

⇒　算　入　要　素　　備
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1

　　配水管等の整備拡充費を白己資本造成費とし
　　iて算入

1白己資本投資の5％企業債による投資の2％
i

固定資本簿価の2％

稼動資産の2％（東京）
d

r地万公営企業制度調査会資料』より作成。
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省令昭和35年第8号

通達昭和32年
　　　　公第436号

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　の
　そして，このような収益的経営においてはコールの次のような主張がその

まま妥当する。

　「国民所得が不均衡であり，国有企業の消費老の大多数が中下層階級であ

るときは，国有企業の収益主義的経営は中下層階級の搾取を意味し，又従業

労働者の賃銀給料を圧迫することになる」

注（1）竹中龍雄著『地方公営企業論』ページ　163～164。さすがに，みられるように

　　　氏は，業界代表のように，利益の費用化を主張してはいない。しかし，公企業の

　　　企業性を強調して，利潤および価格の引上げを独立採算制の必然として疑問がな

　　　いのである。このような主張は竹中氏のみでなく，支配的な見解であるが，D川一

　　mondは原価に加えて，留保および更新資金（Reserve＆Renewal　Funds）の必

　　要を強調している。

　　（2）現在アメリカ合衆国においては，地方公営企業（MLlnicipal　Corporation）の収

　　益的経営が顕著であり，合衆国都市支配人協会によれば，人口2万以下の市でik

　　　市収入の全額を公企業から得ている事例もあり，大都市でも，オースチイン（テ

　　　キサス州），　コロラドスプリング（コロラド州）ジャクウィル（フロリタ州）で

　　は収入の％は公企業収入でまかなわれているという。‘‘Mzmicipal　Fin：Lnce　Admi－

　　nistration”The　International　City　Ma【1agers　Ass．　ossiation．　p、・14参照」

　③　前掲資料によると，交通事業の要望は先行投資について内部留保配当と同1．｝t，ニ

　　　コストに算入すべきであり，原資償却を地方公営企業法施行令第24条利益の処分

　　の規定にもかかわらず，原価に算入すべきであるとしている．

　　（4）　G・D・H・コール，（The　Essentials　of　Socialization．）
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む す び

　W・ロブソンは大都市交通について，一元化された公共旅客輸送機関の経

営を提案しているが，それにつけて，「財政に関する限り，東京大都市圏全

体の公共旅客輸送機関の統合体であっても，やはり運行費用，十分な減価償

却，資本利子まで含めて完全にその収入でまかなうことはできないであろ

う。これは，ロンドンでも，ニューヨークでも，パリでもやはりできなかっ

た。しかしながら交通企業に財政的なn立を要求することは近代化された状

態のもとでも木来困難なことである」として，ロンドン運輸公社は1966年

590万ポンド，パリ白治運輸公社は1965年1億4，140万フランに達する実質的

赤字（中央政府補助金），ニュー・ヨーク市高速鉄道公社は1966年6，060万ドル

の赤字となっていること，1964年ロンドン運輸公社はついに公共性と独立採

算制の公社に課されている基本的義務を「同時に遂行することは，もはや不

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ゆ
可能であると宣言した」ことを明らかにしている。

　このような指摘は，すでにわれわれがみてきたように，公企業とりわけ規

模の小さい地方公企業について妥当するものと考えられるのであって，先に

第三三節注7で指摘したようなわが国大都市交通対策は時代錯誤といわなけれ

（＃ご；ニミ　らなし、o

　現在，地方公営企業（…般に企業）の当面する問題は，われわれが，その主

要な問題の一つである「資本」設備の新設更新拡張資金の調達の問題を通じ

て明らかにしたように，まず，第一に，社会総生産＝総資本の問題として，

その恨本を把握しなければならないということであった。したがって，この

ことはいわゆる公企業と政府財政との間のいわゆる負担区分の問題について

は最も基本的な規定要素として考えられなければならないということであ

るe

　このようにしてはじめて，公企業の企業としての基準とされる独立採算制
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がもつ現代的意義が解明される。

　結論的にいえば，独占資本の共同社会的諸条件の企業的経営の経済的基盤

は存在しないが故に公的に経営されるのであって，地方公営企業については
　　　　　　　　　　　　　　　　（2）f3）
とくにそうであるということである。

補注〕

　誤解を防ぐために若干の補足をしたい。

　第1点は，筆者は木稿（特にページ127）において，政府（地方公共団体を含む）

の一般会計からのいわゆる資本出資を無条件に主張するものではないということで

ある。

　政府出資の増加が一般に公企業の採算を有利にし，それだけ民間資本の投資ある

いは販売機会を拡大するという点をおくとして，当該事業の社会的性格にもとつく

「負担区分」による政府出資についても筆者は，この出資の適否を川題とするまえ

，二まず，その前提となっている事業の「企業的経営」の適否こそが問題であるとい

う立場をとっている（拙稿「公企業の財務管理一独立採算：制と財政の受益者負担

原理Dのであって，政府出資の増大を主張することが妥当性をもつのは，ただ「白

己資本」の増加によって，現実に存在する利用者負担の不合理一逆進的負担が緩

和される限りにおいてである。但し，自己資本が増加しても大衆的料金が低廉とな

る保証はないc

　第2点一本稿の主題は，一度独立採算化あるいは行政の企業化が成立すると，次

，二は「資本」概念が白立し，政府出資が少ないことあるいは存在しないこと一い

いかえれば「民間資金」による公企業経営が，政府・議会からの経営の独立として

資本所有にもとずく支配からの独立＝社会的所有にすりかえられるという主張の批

判にあった〉

　政府・議会の所有にもとつく支配からの独立ということは，階級社会においては

支配階級の権力を通ずる　　間接的支配からの独立ということであって理論的にも

論理的にも．支配階級の支配からの独立を一義的に意味するものではない，のみな

らず，かえって支配階級の直接的支配に属する　　いいかえれば，ただたんに間接

的支配から独立するにすぎないのである。

　すなわち，自己資木といい他人資木というも，その区別はいわば利潤を保障する

会計技術・Lの便宜的な区別にすぎず，ともに「価値を増殖する値価」としてその木

質を共通にする，tいわゆる政府所イ了によらざる公企業は，この資本の本質規定に着

Hして考察されるとき，その所有にもとつく支配関係を端的に露呈する。まず第一

に，普通株式会社の例と同様に出資の絶対量ではなく相対的大いさが決定的であり
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　　政府の独占的出資のもつ支配力は決定的である。また出資層の場合においては株主

　　総会等，所有にもとずく企業に対する直接的関与の場合は形成化し，金融的支配

　　（内部留保を含む）が決定要因となるとされているのと同様に，いわゆる他人資木

　　を通ずる金融的直接（国家権力を媒介としない）支配が成立する。

注（1）W・ロブソン『東京都政に関する報告書』ページ　73～74。

　　②　柳瀬良幹論文「地方公営企業の疑問」　（『地方公営企業論』（地方自治研究会）

　　　収録）参照。

　　（3）羽仁五郎氏は「最近，住宅，道路そのほか都市自治体の自治行政に対する公団

　　　・公社・公庫そのほか特殊法人の侵略の増大は，白治体を侵略しなければ独占資

　　　本は存続することが出来ないというところまできているからであろう」

　　　　「公営事業の受益者負担とか，独立採算とか企業性とかの概念が，財政におけ

　　　る主権在民および社会保障に逆行するものである……税金を納めている国民が揺

　　　籠から墓場まで，その生活のあらゆる面で国家および白治体から無料のサーヴィ

　　　スを受けるという方向に逆行し，国民の税金の国民への還元や社会保障をxX親方

　　　日のSL　xxと逆宣伝する。

　　　　「税金を出している市民から，水道料金はとってはならないと決定すれば，そ

　　　の税金を都市［1治体から国がよこどりして，本来都市自治体がつかうべき税金を

　　　中央政府官僚制と独占資本との結合である公団などが乱費することはできなくな

　　　り，都市自治体財政の貧弱なために「能力」がないことにしてxX都市開発整備公

　　　団xx案が出てくることもない」（『都市の論理』ページ　447～454）と公団等と独

　　　占資本の関係を指摘している。

　　　　このような『論理』について検討する場所ではないが，これに対して「重要な

　　　理論的問題をぜんぶぬきさって提出される」「主観的な構成物」（雑誌『経済』19

　　　69．4．ページ73）という批評と「全体を通じて論理の筋がまことに明快に適っ

　　　ており……非常に有力な理論的根拠」（浪江度書評月刊「自治制』1968．11012）

　　　という両論があり，評価の割れるものであるが，以上われわれの検討から，都市

　　　公社等は，ただ都市市民が決議すれば独立採算がなくなるといったもので㍑ごく

　　　これが成立する客観的な根拠をもつものだということは指摘されなければならな

　　　い。なな最近竹中氏は，このような見解について厳しい批判を行なっている「ポ

　　　道料金の一重要問題」雑誌『都市問題研究』第21巻9号）


